
記載例 :(屋号がない)個人事業者の場合
(様式第 1号① )

長崎県事業復活支援給付金申請書

令和4年○月O日

(あて先)長崎県知事 大石 賢吾 様

次のとおり長崎県事業復活支援給付 請します。

【申請者】

振込先 ※振込 日座通帳の見開き1ページロの写しを提出してください。

金 融 機 関 名 OO銀 行

支 店 名 等 △△支店

預 金 種 別 ⊂三賢選ゆ)2.当座 (該 当する方をOで囲んでください)

口 座 番 号 (右づめで記入 ) 1 2 3 4 5 6 7

日 座 名 義 人
※カタカナ で記 入 して下 さい

ナガサキ タロウ 通帳の表紙見開き 1ページロに

配載の口座名義人を目巳入 c

(注 1)ゆ うちょ銀行の場合は、他金融機関からの振込の受取口座 として利用する際の店名、店番、預金種 目及び

口座番号をご記入ください。

(注 2)旧 十人銀行、旧親和銀行の通帳は十人親和銀行の通帳へ切 り替えの上ご記入 ください。

(注 3)申 請者 と口座名義人は同一でお願いします。異なる場合は委任状 (任意様式)を必ず提出してください。

本 社 所 在 地 (個 人 事 業

主 は住 民 票 上 の住 所 )

」がない場合は、
「氏 名」』と記載 してください。

与町高田郷○○○

〒851-2127

西彼杵郡

号

種

屋

業

Ｆ
　
Ｆ

個人 :住民票上の住所

法 人 名 (屋 号 )
小売業 「長崎 太郎」

代 表 者 職 ・ 氏 名

種業

振込先の日座名義人と一致するように

記載 して ください。

例えば、「振込先口座名義人」相に、

肩書が入つている場合は、この相にも

同 じ肩書を記入 して ください。

自署
長崎 太郎

小売業

繋が りやすい番号を記入する(発行責任者及び担当者 )※代表者と同一でも漏れなくご記入ください。

(連絡先 090-0000-0000)

(連絡先 090-0000-0000)

発行責任者 長崎

発行担当者 長崎 良【

良Б



(様式第 1号③) ※青色申告 (農業)、 白色申告の事業者用

給付額算定

「 (記入上の注意)

※国の事業復活支援金の申請時の金額を入力

※自動計算 (入力不要)
‥
一

¬

ｌ

ｌ

一

(1)売上高

(2)売上減少額

(3)給付額

(4)申請額

(B)(C)には、申請フォーム「売上情報」中、
「基準期間を含むすべての年の年間事業収入」を転言己

申請フォーム「売上情報」中、
「対象月の事業収入」の額を転記

170,000 円(A)対象月の事業収入

3,300,000基準期間のうち、11月・12月 を含む年の
事業収入

(13) 売上高 円

売上高 3,400,000 円
基準期間のうち、1～ 3月 を含む年の事業
収入 ※(B)の翌年

(C)

3 %減少率

申請フォーム「売上情報」中、
「減少率」の数値を転記申請フォーム「売上情報」中、

「対象月の事業収入 k5」の額と同じ

金額 円(D)対象月の事業収入×5(A)× 5

円
基準期間の事業収入
(B)■ 12× 2+(C)■ 12× 3(13) 金額

(F)減少額 (E)― (D) 金額/ 円

申請フォーム「売上情報」中、
「基準期間の事業収入」の額と同じ

―
テ100

手!ラ 400テ 0.00.

士∫lj〔),00101

申請フォーム「給付申請額」の額と同じ

金額 300,000
γ

円(G)国の事業復活支援金の給付 (予定)額

円
減少額と国の支援金との差額
(F)― (G)

(II) 金額

(I)給付額決定 (H)と20万円の少ない額 金額 円,lt,F),FITt,

， Ｗ
／／′

t,|「、|｀「jlt,

長崎県事業復活支援給付金申請額
((I)千円未満切り捨て)

金額 円



(様式第2号)

誓約書兼同意書

令和 4年○月○日

(あて先)長崎県知事 大石 賢吾 様

長崎県事業復活支援給付金の支給を申請するにあたり、以下の全ての事項について誓約及び同意し

ます。(法人は登記された代表印、個人事業主の代表者欄は「自署」又は「記入。押印」)

申請者 業

，

事

所

人

住

個

の

ぐ

上

地

票

在

民

所

住

社

は

本

主

個人 :住民票上の住所

西彼杵郡長与町高田郷OOO

ふ り が な

法 人 名 (屋 号 )

ながさき たろう

小売業 「長崎 太郎」

ふ り が な

代 表 者  職 。 氏 名

ながさき たろう

長崎 太郎 ⑪
自署または押印

※自署の場合は押印不要

1.申請要件を全て満たしています。
2。 今後も、事業を継続する意思があります。

3.令和4年 1月 から3月 における長崎県の営業時間短縮要請の対象ではありません。
4.申請書類に記載された内容に虚偽が判明した場合は、本給付金の返還に応じるとともに、加算金の支
払いに応じます。

5。 国の事業復活支援金の追加給付を受けた場合は速やかに県に報告し、再算定により返還金が生じた

場合は本給付金の返還に応じます。支払いに応じない場合は、県がその支払いを求めるため必要な

範囲で金融機関等に資産状況等を照会することに同意します。

6。 長崎県及び長崎県が委任した者から審査に必要な追加資料の提出や検査、報告及び是正の措置の

求めがあつた場合はこれに応じます。

7.申請に不正があつた場合には、本給付金の給付を受けた事業者名、事業所名などの情報が公表され
ることに同意します。

8.他の行政機関等が支援金等の支給要件の該当性等の審査をするために必要な場合は、当該審査に
必要な限度で、本給付金の申請書及び提出資料に記載された情報を当該他の行政機関等の求めに

応じて提供することに同意します。

9.次のいずれにも該当していません。
(1)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成3年法律第77号)第2条第2号に規定する

暴力団 (以下「暴力団」という。)

(2)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6号に規定する暴力団員 (以下「暴力団

員」としⅢう。)

(3)暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの


